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※共同企業体による管理
３　公社等の公益的使命と県が期待する役割

４　評価

イ

ロ

ハ

※1　上記ロ及びハにおける「団体による自己評価」・「県（主務課）の所見」及び「参考指標」は、それぞれの項目に係る経営評価指標に基づき記載しているもの。

財務の
健全性　※1

　当期一般正味財産増減額が10期連続で増となり、財政基
盤の安定化が図れた。また、公益認定基準である財務３基
準「収支相償・公益目的事業比率・遊休財産額の保有制
限」については、全て満たしており、引続き顧問公認会計士
の指導の下、適切な処理に努めたい。

　一般正味財産増減額が１０期連続で増となるなど、県有
体育施設の指定管理者として、安定した利用料収入の確
保に取り組んでいる。 A

総合評価・今後
の方向性と課題

　DX推進を行い業務の効率化を図れた。引続きキャッシュ
レスサービスの導入などDX・デジタル化について取組みた
い。また、令和７年4月より公益法人制度の改正が行われ
ることから情報収集を行い、適切な処理に務めるとともに、
研修等による職員の資質向上を図り、公益活動であるス
ポーツ人口の普及・拡大、競技力向上及び財政基盤の安
定化を図る。

　公認会計士・弁護士等の関与により組織運営と財務の健
全化が図られている。ＤＸによる業務効率化や県民サービ
スの拡充にも力を入れていることから、県としても支援して
いくとともに、引き続き、経営基盤の強化と県民スポーツの
振興について指導、助言を行っていくこととしたい。

総合
評価

A

上記３
への対応

　上記３に掲げた使命等を達成するための事業を実施し、
県民がスポーツに取組むきっかけづくりや競技力の向上を
図った。また、当期一般正味財産増減額が黒字となり、公
益目的事業財源の安定確保に努めることができた。

　各種大会の開催に向け、準備を関係機関と適切に連携
するなど、競技運営に尽力した。今後、更なる経営基盤の
強化と県民スポーツの振興が期待される。

組織運営の
健全性　※1

　令和５年度より新たに個人情報規程の改正、育児・介護
休業等に関する就業規則などの整備を行うとともに、コンプ
ライアンスの確保については組織体制研修及び外部講師
を招いて全職員を対象としたコンプライアンス研修を実施し
た。また、弁護士と顧問契約し適宜相談助言を行い健全な
組織運営を継続している。ＤＸ推進に向けては、管理運営
システムの更改を行ったほか、会議のオンライン化や新規
グループウェア導入による業務効率化の推進、電子帳簿
保存法やインボイス制度への対応を行った。組織体制では
女性役員の登用及び会計年度職員のプロパー化を図り組
織体制強化に務めた。

　公認会計士及び社会保険労務士と顧問契約を結び、定
期的な点検を行うなど、会計・経理業務等の適正化を図っ
ている。また、全職員を対象としたコンプライアンス研修を
実施するなど、健全な組織運営が図られている。

A

現在の団体としての公益的使命・役割・目標 県が期待する団体の役割（県施策との関連等）
　スポーツの振興を通じて県民のスポーツライフを支援し、「明るく豊かで活力ある宮城の
郷土づくり」や、「県民総スポーツ社会の実現及びスポーツ競技力の向上」に寄与すること
が使命である。そのため、全県下でのスポーツ振興事業として、県民がスポーツに触れ
る、取り組む機会の提供や、競技力向上のための講習会等を開催し、「公益的理念」によ
る県立体育施設の指定管理事業を実施し、管理施設における利用人数の増加と公益目
的事業財源の安定確保を目指す。

　管理する県有体育施設を活用したスポーツ推進事業を展開し、宮城県スポー
ツ推進計画の施策の柱である生涯・競技スポーツの推進及びスポーツ環境の
整備において、重要な役割を担うことを期待している。また、県有体育施設の
指定管理者として、共同で管理を行う民間企業等のノウハウを生かし、効率的
な施設の維持管理を行うことを期待している。

項目 団体による自己評価 県（主務課）の所見
参考
指標

全体事業費 825,026 878,476 1,020,682 指定管理者
宮城県総合運動公園※
宮城県第二総合運動場

その他
の事業 0.0% 0.0% 0.0%

事業3
宮城県自転車競技場管理運営
事業等事業

18,976 22,088 21,339 協会所有施設の運営・維持管理及びスポーツ
安全協会受託等事業2.3% 2.5% 2.1%

事業2
競技・生涯スポーツ推進事業及
びスポーツ環境整備事業

218,047 322,807 402,863 競技力向上促進事業、国体・東北総体推進事
業及びスポーツ少年団事業等26.4% 36.8% 39.5%

事業1 公のスポーツ施設に係る管理運営事業
588,003 533,581 596,480 施設の貸与事業

71.3% 60.7% 58.4%

事業名
事業費　(単位：千円)

事業内容
令和３年度 令和４年度 令和５年度

千円 4.1%

出資等総額 637,860 千円

宮城県町村会

51.0% 15,707 千円 2.4%

設立目的
（定款等）

　生涯スポーツの推進、競技力の向上、スポーツ環境の整備を図り、
広く県民がスポーツの価値を享受し、活力に満ちた幸福で豊かなみや
ぎの実現に寄与することを目的とする。

そ
の
他

市町村体育協会、民間団体、個人

26,705

県出資額
・割合

325,000 千円
ホームページ http://www.mspf.jp

第
５
位

36,155 千円 5.7%

団体分類 自立支援団体 県主務課
第
４
位

宮城県市長会

34,293 千円 5.4%
企画部　スポーツ振興課

会長　千田 健一　 設　　　立 平成6年3月8日
第
２
位

県内市町村

200,000 千円 31.4%

４　公益財団法人宮城県スポーツ協会

所 在 地 利府町菅谷字舘４０番地１

出
資
等
の
状
況

第
１
位

宮城県

325,000 千円 51.0%

代 表 者

電　　　話 022-356-1125 ファックス 022-356-8267
第
３
位

競技団体（合計）

http://www.mspf.jp/


５　経営状況　（単位：千円）

※2　委託金：随意契約によるものが対象。指定管理者制度に係る管理委託料は、非公募により選定された場合が対象。
（なお、非公募で指定管理者となった団体で利用料金収入がある場合は、利用料金収入を含めた額を計上している。）

※3　総収入＝経常収益＋経常外収益＋当期指定正味財産増加額【正味財産増減計算書】

６　主な経営指標

７　組織・役職員の状況

( ） ( ） ( ）
( ） ( ） ( ）

%0.00 不足数 1.0

※4　常勤職員：プロパー職員、県派遣・県退職者、その他の派遣職員（県以外の自治体、民間企業等）を指すもの。

※5　上記以外の職員：任期付職員、契約社員、嘱託、非常勤職員、臨時職員及びパート・アルバイト等、常勤職員に該当しない職員の合計を指すもの。
※6　6月1日現在で、公共職業安定所に提出する『障害者雇用状況報告書』の数値を掲載しているもの。（法定雇用率が課せられている団体のみ記載)
　 　【除外率が適用となる団体は、除外率適用後の常用労働者数に基づき記載】

障害者雇用の状況　（※6） 法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数 43.0 雇用障害者数 0.0 実雇用率

0 0 0 平均年収
（千円）

5,234
上記以外の職員（※5） 14 16 15

職員

常勤職員　（※4） 29 30 32 平均年収
（千円）

1名のため非公開
プロパー職員

役員

常勤職員（プロパー）

県派遣職員 2 2 2 平均年齢(歳) 46.0

22 24 26
県退職者 5 4 4

その他の派遣職員

1 1 常勤役員
非常勤（うち県退職者） 17 3 18 4 18 4
常勤 　（うち県退職者） 1 1 1 1

平均年齢(歳) 1名のため非公開

（人）

役職員の人数
令和４年度

（実績）
令和５年度

（実績）
令和６年度

（6月末現在）
令和５年度における
常勤役職員の状況

管理費比率 管理費÷経常収益×100 1.6% 1.6% 1.4% -0.2%
経常利益率 当期経常増減額÷経常収益×100 4.5% 5.3% 8.4% 3.1%
借入金依存度 （長期借入金＋短期借入金）÷資産合計（総資産）×100 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
流動比率 流動資産÷流動負債×100 444.3% 597.5% 327.8% -269.7%
正味財産比率 正味財産合計÷資産合計（総資産）×100 91.9% 93.3% 86.7% -6.6%

評価項目 算式等 令和３年度 令和４年度 令和５年度 増減(R5-R4)

年度末貸付金残高 0 0 0 0
損失補償（債務保証）残高 0 0 0 0

1,099,560 144,802
総収入に対する補助金等割合 29.1% 28.3% 30.3%

単年度貸付額 0 0 0 0

0
負担金 0 0 0 0

県
の
財
政
的
関
与

補助金 246,530 259,904 323,713 63,809
委託金　※2 7,200 9,903 9,903

補助金等合計 253,730 269,807 333,616 63,809
総収入　※3 873,170 954,758

当期指定正味財産増減額 △ 37,090 △ 37,070 △ 35,899 1,171
当期正味財産増減額 6,209 7,762 49,628 41,866

当期経常外増減額 2,730 0 0 0
当期一般正味財産増減額 43,299 44,832 85,527 40,695

経常外収益 2,730 0 0 0
経常外費用 0 0 0 0

40,691 52,978 95,082 42,104
当期経常増減額 40,691 52,978 95,082 42,104

正
味
財
産
増
減
計
算
書

経常収益 907,530 991,827 1,135,459 143,632
うち事業収益 545,918 629,552

うち管理費 14,158 15,468 15,845 377

667,483 37,931
経常費用 866,839 938,849 1,040,377 101,528

評価損益等調整前当期経常増減額

一般正味財産 612,377 657,209 742,737 85,528

指定正味財産 1,138,935 1,101,866 1,065,966 △ 35,900

3,376

流動負債 138,046 106,017 254,678 148,661

0
正味財産合計 1,751,312 1,759,075 1,808,703 49,628

うち長期借入金 0 0 0

うち基本財産 637,660 637,660 637,860

固定負債 16,750 19,730 23,106

834,725 201,269
固定資産 1,292,786 1,251,366 1,251,762 396

貸
借
対
照
表

資産合計 1,906,108 1,884,822 2,086,487 201,665
流動資産 613,322 633,456

200
負債合計 154,796 125,747 277,784 152,037

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 増減(R5－R4)



別記様式第３号　経営評価シート

１　組織運営の健全性に関する指標

№ 項目

1

0

1

0

1

0

1

0

1

0

■

■

■

■

■

■

■

■

施設等管理規程 ■

□

2

1

0

1

0

1

②行っていない。

４　公益財団法人宮城県スポーツ協会

評価内容 評価

1

経営方針 経営方針を明確にし、職員
に周知しているか。
〔指標〕
　✓経営方針の職員等への
周知の有無

①周知している。

1

②周知していない。

1

②設置又は配置していない。

3

内部統制 必要な業務規程を整備して
いるか。
〔指標〕
　✓右欄に掲げる業務規程等
の整備状況

①８項目以上整備

1

②８項目未満整備

2

組織体制 経営幹部へ民間等経験者を
含む多様な人材を登用して
いるか。
〔指標〕
　✓役員に民間企業等出身者
を登用・配置の有無

①登用している。

1

②登用していない。

人材育成の取組を行ってい
るか。
〔指標〕
　✓人材育成や内部登用、
独自の人材確保の取組の有
無

①行っている。

決裁規程

給与規程

退職手当規程

業務継続計画（ＢＣＰ）

ＤＸ推進に向けた体制を整
備しているか。
〔指標〕
　✓ＤＸについて検討・推進
を行う部署の設置又は担当者
の配置の有無

①設置又は配置している。

就業規則

役員報酬規程

職務分掌規程

会計規程

契約規程

実効的な外部監査を受けて
いるか。
〔指標〕
　✓公認会計士・税理士の関
与の有無

①公認会計士・税理士による監事（監
査役）監査の実施又は監査法人による
監査の実施。

組織内の業務監査体制を整
備しているか。
〔指標〕
　✓組織内の業務監査体制の
整備の有無

①整備している。

0

②整備していない。

1
②公認会計士・税理士による定期的な
指導を受けている。

③公認会計士・税理士による関与はな
い。



№ 項目 評価内容 評価

内部統制

2

1

0

■

■

■

■

■

□

■

■

■

□

□

2

1

0

■

■

■

□

□

10

参考
指標

A

3

適切に情報公開を行ってい
るか。
〔指標〕
　✓右欄に掲げる資料の団体
ホームページにおける公開状
況

①下記のうち、６項目以上（会社法法
人・その他の法人は４項目以上）を公
開している。

2

②下記のうち、６項目未満（会社法法
人・その他の法人は４項目未満）を公
開している。

③ホームページで公開していない。

コンプライアンスに関する
取組を行っているか。
〔指標〕
　✓右欄に掲げる取組の実施
状況

①３項目以上実施している。

定款(寄附行為）

役員等名簿

事業計画書

収支予算書

事業（営業）報告書

収支計算書

貸借対照表

損益計算書（正味財産増減計算書）

財産目録

キャッシュフロー計算書（作成してい
る場合）

役員の報酬・退職金に関する規定

2

②１～２項目実施している。

③実施していない。

○コンプライアンスに関する規程を整
備している。

○マニュアル等を作成し、職員に配布
する等周知を図っている。

○職員に対する啓発等研修の場を設定
している。

○公益通報者保護法に基づく公益通報
制度を設けている。

○その他、コンプライアンス経営を充
実するための取組を実施している。

合計（12点満点）

団体による自己評価
（概況、上記指標以外の取組実績、今後の課題・

対策等）
県（主務課）の所見

　令和５年度より新たに個人情報規程の改正、育
児・介護休業等に関する就業規則などの整備を行
うとともに、コンプライアンスの確保については
組織体制研修及び外部講師を招いて全職員を対象
としたコンプライアンス研修を実施した。また、
弁護士と顧問契約し適宜相談助言を行い健全な組
織運営を継続している。ＤＸ推進に向けては、管
理運営システムの更改を行ったほか、会議のオン
ライン化や新規グループウェア導入による業務効
率化の推進、電子帳簿保存法やインボイス制度へ
の対応を行った。組織体制では女性役員の登用及
び会計年度職員のプロパー化を図り組織体制強化
に務めた。

　公認会計士及び社会保険労務士と顧問契約を
結び、定期的な点検を行うなど、会計・経理業
務等の適正化を図っている。また、全職員を対
象としたコンプライアンス研修を実施するな
ど、健全な組織運営が図られている。

＜参考指標＞

合計点が

9～12点の場合：Ａ（概ね良好）

6～ 8点の場合：Ｂ（改善の余地あり）

3～ 5点の場合：Ｃ（改善措置が必要）

0～ 2点の場合：Ｄ（大いに改善措置が必要）



２　財務の健全性に関する指標

№ 項目

①３期連続黒字（増加） 3

②当期黒字（増加）
　又は
　当期赤字（減少）かつ2期黒字（増加）

2

③当期赤字（減少）かつ１期黒字（増加） 1

④３期連続赤字（減少） 0

①３期連続黒字（増加） 3

②当期黒字（増加）
　又は
　当期赤字（減少）かつ2期黒字（増加）

2

③当期赤字（減少）かつ１期黒字（増加） 1

④３期連続赤字（減少） 0

①当期≧０（累積欠損金なし） 2

②当期＜０（累積欠損金あり） 0

①当期≧３０％ 2

②当期＜３０％ 0

①当期≦正味財産（自己資本）比率、借入
金なし

1

②当期＞正味財産（自己資本）比率 0

①当期≧１００％ 1

②当期＜１００％ 0
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参考
指標

A

評価内容 評価

1

採算性 経常的な活動は赤字傾向にないか。
〔指標〕
　✓正味財産増減計算書：経常増減額
　✓損益計算書：経常損益
　✓収支計算書：事業収入-(事業費＋管
理費)

3

事業活動全体は赤字傾向にないか。
〔指標〕

　✓正味財産増減計算書：正味財産増減
額
　✓損益計算書：純利益（損失）
　✓収支計算書：収支差額

3

累積欠損金はないか。
〔指標〕
　✓公益法人会計：正味財産合計-出資等
合計
　✓企業会計　　：利益剰余金

2

2

安全性 財務は安定しているか。
〔指標〕正味財産(自己資本)比率の状況
　✓正味財産合計（純資産）÷資産合計
×100

2

借入金に依存していないか。
〔指標〕借入金依存度の状況
　✓（短期借入金＋長期借入金）÷資産
合計×100

1

十分な支払能力を維持しているか。
〔指標〕流動比率の状況
　✓流動資産÷流動負債×100 1

合計（12点満点）

団体による自己評価
（概況、今後の課題・対策等）

県（主務課）の所見

　当期一般正味財産増減額が10期連続で増とな
り、財政基盤の安定化が図れた。また、公益認定
基準である財務３基準「収支相償・公益目的事業
比率・遊休財産額の保有制限」については、全て
満たしており、引続き顧問公認会計士の指導の
下、適切な処理に努めたい。

　一般正味財産増減額が１０期連続で増とな
るなど、県有体育施設の指定管理者として、
安定した利用料収入の確保に取り組んでい
る。

＜参考指標＞

合計点が

10～12点の場合：Ａ（概ね良好）

6～ 9点の場合：Ｂ（改善の余地あり）

3～ 5点の場合：Ｃ（改善措置が必要）

0～ 2点の場合：Ｄ（大いに改善措置が必要）


